
令和６年度 第１回 草津市建築審査会

令和 ６ 年 ２ 月 ６日 （木）
市役所 ４階 行政委員会室

1



本 日 の 議 事

[ 1．議案 ]

会長および会長代理の選出について

[ 2．許可事後報告 ]

建築基準法第43条第2項第2号の規定に基づく
許可について （ 事後報告案件 ： 2 件 ）

[ 3．その他 ]

改正建築基準法および改正建築物省エネ法の
概要について
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1． 議 案

会長 および 会長代理 の選出について

[ 建築基準法 抜粋 ]

（ 会長 ）
第81条 建築審査会に会長を置く。会長は、委員が

互選する。

2 会長は、会務を総理し、建築審査会を代表
する。

3 会長に事故があるときは、委員のうちから
あらかじめ互選された者が、その職務を代
理する。
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２． 許 可 事 後 報 告

建築基準法 第４３条 第２項 第２号 許可
事後報告案件 ： ２ 件

No
事後報告
基準

許可番号 申請者 過去の許可履歴

1 3号の2 R6-3 個人

2 3号の2 R6-4 個人
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建 築 基 準 法 上 の 道 路 と は

[ 建築基準法 第 42 条 ]

第 1 項 ： 幅員が 4.0m 以上のもので

１．道路法による道路（ 国道・県道・市道等 ）
２．都市計画法等の法律に基づいて築造された道路
３．建築基準法施行時または都市計画区域編入時に
既に存在した道路

４．都市計画道路等で2年以内に事業が執行される
予定のあるものとして指定したもの

５．道路の位置指定をうけたもの

第 2 項 ： 幅員が 4.0m 未満、1.8m 以上のもの

１．既に立ち並びがあり指定したもの
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法 第43条 第2項 第2号 について

[ 建築基準法 第 43 条 ]

第 1 項

建築物の敷地は、道路に2m 以上接しなければならない。

第 2 項

前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物に
ついては、適用しない。

第 2 号

その敷地の周囲に広い空地を有する建築物で、特定行政
庁が、交通上、安全上、防火上、および衛生上支障がな
いと認めて建築審査会の同意を得て許可したもの。
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栗東市

大津市

びわこ

JR
草津駅

JR
南草津駅

申請地

案件
1

パナソニック
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4ｍ 未満、1.8ｍ 以上

： 通路中心から２ｍ後退または４ｍ一方後退 （ 木戸道の場合は除く ）

建
築
基
準
法
上
の
道
路

建物

[ 事後報告案件となる用途 ]

事後報告基準 3号 の 2 ： 避難・通行の用に供する通路

農林漁業用施設、１戸建ての住宅・併用住宅
（ 住宅部分が１／２以上 ） の建替え、増築

： 関係権利者の同意が得られたもの

： 2ｍ以上の接道確保

▼道路中心

▲後退ライン

▼後退ライン
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栗東市

大津市

びわこ

JR
草津駅

JR
南草津駅

申請地

案件
２

常盤
小学校

新堂
中学校
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4ｍ 未満、1.8ｍ 以上

： 通路中心から２ｍ後退または４ｍ一方後退 （ 木戸道の場合は除く ）

建
築
基
準
法
上
の
道
路

建物

[ 事後報告案件となる用途 ]

事後報告基準 3号 の 2 ： 避難・通行の用に供する通路

農林漁業用施設、１戸建ての住宅・併用住宅
（ 住宅部分が１／２以上 ） の建替え、増築

： 関係権利者の同意が得られたもの

： 2ｍ以上の接道確保

▼道路中心

▲後退ライン

▼後退ライン
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本 日 の 議 事

[ 1．議案 ]

会長および会長代理の選出について

[ 2．許可事後報告 ]

建築基準法第43条第2項第2号の規定に基づく
許可について （ 事後報告案件 ： 2 件 ）

[ 3．その他 ]

改正建築基準法および改正建築物省エネ法の
概要について
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[ 法 律 概 要 ]

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能
の向上に関する法律等の一部を改正する法律

令和4年法律第69号（ 6月17日公布 ）

※ 3ケ月、1年、2年、3年以内施行の4段階施行のうち、
3年以内施行分

[ 改 正 関 連 法 律 ]

３． そ の 他

建築基準法 建築物省エネ法
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改 正 の 背 景
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改 正 概 要

●建築基準法

（1）建築確認・検査の対象となる建築物の規模等の見直し

（2）構造規制の合理化
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建築確認・検査の対象となる建築物の規模等の見直し
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建築確認・検査の対象となる建築物の規模等の見直し
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構造規制の合理化
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改 正 概 要

●建築物省エネ法

（1）省エネ基準適合義務の範囲の拡大

（2）増改築の場合の基準適合義務対象となる部分の改正
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省エネ基準適合義務の範囲の拡大

（現 行）中大規模の非住宅
（改正後）全ての新築住宅・非住宅

建築確認の中で、構造安全規制等の適合性審査と一体的に実施

非住宅 住宅

現 行

大規模
2,000㎡以上

中規模

300㎡未満
小規模

適合義務

適合義務

届出義務

届出義務

説明義務 説明義務

非住宅 住宅

改 正 後

適合義務
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増改築の場合の省エネ基準適合義務対象となる部分の改正

20



今後の省エネ基準
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